
様式第１号（第２-２-(1)関係）

計 画 等 の 案 の 概 要

名 称 静岡県水循環の保全に関する条例（仮称）の制定

公表するもの 静岡県水循環の保全に関する条例の骨子（案）

県民意見の募集

有
有 の 場 合 は

その募集期間
令和３年12月22日(水) ～ 令和４年１月７日(金)

無

担 当 課 等 名 くらし・環境部環境局水利用課 電話番号 054-221-2289

総 合 計 画 に

おける位置づけ

６－２ 持続可能な社会の形成

（１）環境に配慮した快適な社会の形成

審議会等の名称 －

１ 趣旨

近年、地球温暖化に伴う気候変動や開発行為等の社会経済活動などの様々な要因が水循環に変化

を生じさせたことにより、洪水、渇水、生態系への影響など様々な問題が顕著となっており、県民

の生命・財産を守り、豊かな社会を継承し、より一層発展させていくためには、健全な水循環を維

持し、又は回復するための取組を包括的に推進していくことが不可欠である。このため、健全な水

循環の保全に関する施策を総合的に推進するための条例の制定を目指し、その骨子案を取りまとめ

ましたので、広く県民の皆様の御意見を募集します。

２ 骨子（案）

（１） 目的

健全な水循環の保全について、基本理念を定め、県、事業者、土地所有者等及び県民の責務を明

らかにし、及び県の施策の基本となる事項、水源保全地域における適正な土地利用の確保を図るた

めの措置その他必要な事項を定めることにより、健全な水循環の保全に関する施策を総合的に推進

し、もって現在及び将来の県民の安全かつ健康で快適な生活の確保に寄与することを目的とする。

（２） 基本理念

健全な水循環の保全は、現在及び将来の県民が、水循環のもたらす恵みを持続的に享受できるよ

う、県、事業者、土地所有者等及び県民の適切な役割分担による協働により持続的に行われなけれ

ばならない。

（３） 責務

ア 県の責務

県は、基本理念にのっとり、健全な水循環の保全の重要性について理解を深め、健全な水循

環の保全に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。

イ 事業者の責務

事業者は、基本理念にのっとり、健全な水循環の保全の重要性について理解を深め、事業活

動を行うに当たっては、健全な水循環の保全に努めるとともに、県が実施する健全な水循環の

保全に関する施策に協力するよう努めなければならない。

ウ 土地所有者等の責務

土地所有者等は、基本理念にのっとり、健全な水循環の保全の重要性について理解を深め、

水源保全地域における適正な土地利用に配慮するとともに、県が実施する健全な水循環の保全

に関する施策に協力するよう努めなければならない。



エ 県民の責務

県民は、基本理念にのっとり、健全な水循環の保全の重要性について理解を深め、県が実施

する健全な水循環の保全に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（４） 基本施策

県は、流域全体を総合的に捉え、効率的かつ持続的な水利用の推進並びに流域における豊かな環

境の保全及び回復を図るため、次に掲げる事項を基本的な内容として、流域における健全な水循環

の保全に関する施策を講ずるものとする。

ア 農業用水の効率的利用、生活用水及び工業用水の使用の合理化等により、水の需要を抑制

し、河川における水源としての負担を軽減すること。

イ 地下水の適切な利用、地表水の段階的な利用等により、河川の豊富な水量を確保すること。

ウ 流域の土地利用や河川等への排水に関する適切な指導等により、河川の良好な水質を保全す

ること。

エ 河川に関わる自然環境や伝統文化等の調査研究を推進し、流域における文化を保全及び回復

する取組に努めること。

（５） 流域水循環計画

知事は、流域における健全な水循環の保全に関する施策の効果的な推進を図るために、必要な流

域ごとの水循環計画を定めるものとする。

（６） 水源保全地域

知事は、水源の保全のために特に適正な土地利用の確保を図る必要があると認める区域を、水源

保全地域として指定することができる。

（７）水源保全地域における土地取引等及び開発行為の事前届出等

ア 土地取引等の事前届出等

水源保全地域内の土地について、土地の所有者等（売主等）は、当該土地売買等の契約を締

結しようとする日の２月前までに、知事に届け出なければならない。

知事は、関係市町長の意見を勘案し、健全な水循環の保全のために特に必要があると認める

ときは、届出者に対し必要な指導を行うことができる。この場合において、知事は、必要があ

ると認めるときは、あらかじめ県環境審議会の意見を聴くものとする。

（ア） 届出事項

・土地売買等の契約の当事者の氏名及び住所

・土地売買等の契約に係る土地の区域及び面積

・土地売買等の契約を締結しようとする日

・土地売買等の契約に係る契約の種類及び内容

イ 開発行為の事前届出等

水源保全地域内において、土石の採取その他の土地の形質の変更する行為を行おうとする者

は、当該開発行為に着手しようとする日の２月前までに、知事に届け出なければならない。

知事は、関係市町長の意見を勘案し、健全な水循環の保全のために特に必要があると認める

ときは、届出者に対し必要な指導を行うことができる。この場合において、知事は、必要があ

ると認めるときは、あらかじめ県環境審議会の意見を聴くものとする。

（ア） 届出事項

・開発行為を行おうとする者の氏名及び住所

・開発行為の内容

・開発行為を行おうとする土地の区域

・健全な水循環の保全のための措置

（８） 実地調査

ア 知事は、（７）ア又はイの届出（以下「届出」という。）をした者に対し、条例の施行に必

要な限度において、当該届出に係る事項について必要な報告又は資料の提出を求めることがで

きる。

イ 知事は、その職員に、届出に係る土地に立ち入り、調査させ、又は関係者に質問させること

ができる。



（９） 勧告及び命令

ア 知事は、届出をしない者、虚偽の届出を行った者、正当な理由なく指導に従わなかった者等

に対し、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

イ 知事は、勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わなかったときは、これらの者に対

し、当該勧告に従うべきことを命ずることができる。

（10） 公表

知事は、命令を受けた者が、正当な理由なく当該命令に従わないときは、その旨及び当該命令の

内容を公表することができる。

（11） 罰則

（９）イの命令に従わなかった者は、５万円以下の過料に処する。

（12） 施行日

令和４年７月１日予定


